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ソニーのビジネスセグメント情報の分析(1)
金融ビジネスセグメント情報に注目して
末政芳 1言
まえがき
今回，商学会常任委員 加藤義忠教授のご好意により，久しぶりに本誌
に執筆する機会を与えていただき大変有難たく思っています。
筆者は昭和25年3月関西大学新制商学部第一期生として卒業し，昭和28
年6月に母校商学部助手に採用された。また昭和24年9月公認会計士第 2
次試験に合格（証書番号第57号），昭和28年12月同第 3次試験に合格（証
書番号第28号），昭和29年2月に公認会計士登録（番号第851号）すること
もできた。この50年間，母校の会計学の教職につくことができたことは，
幸運に恵まれていたものと，お世話になった方々に感謝しています。
この50年間，幅広く会計学の理論と実践を学び，管理会計論，経営分析
論，さらには財務会計論と監査論を専攻しましたが，十分な業績を上げて
いません。そこで，管理会計論と財務会計論の接点となる連結会計論とセ
グメント会計論に重点をおいて研鑽を深めてきた。筆者は長年の幅広い研
究と経験から，ビジネス社会における個別企業の経営実態（財務面）の実
際数値を尊重し，分析的に把握するケース・スタデイーに強い関心をもっ
ており，ここ十数年間にも， IBM社と，ソニー株式会社の連結会計とセグ
メント会計の事例研究を行ってきた（注）。ここ数年間，国際社会とその経
済の変動は著しく，個別企業の業績も激変している。そこで，今まで取上
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げてきたソニー株式会社のセグメント会計のここ数年の変化のあとを さ
らにホローしてみたいと考えたのが，本稿執筆の動機である。
本稿はソニー株式会社のセグメント会計に関する事例研究であり，新し
い会計理論構築を考えてのことではない。しかし． この事例を通してセグ
メント会計に関する数年の変化の中に従来の財務会計情報から一歩進め
て管理会計情報をも部分的にで取人れられようとしている新しい機運に注
Hしたいそれはビジネスセグメント情報に関連して金融ビジネスセグメ
ントの要約財務諸表が新たに追加開小されてきた点に見出したい。
筆者はソニー株式会社と縁故関係は一切なく. p Rする意図をもってい
ない。第：者の立場からの執筆で．会社訪問質問調介も行っていない
執惰資料としてイi価証券報告科およびアニュアル・レポート．その他の公
表出版物を利用しそれらを理解・解釈し，整則執筆したものが本稿であ
る。ソニー株式会社を対象として選んだ琲巾は， 1961年（昭和36年）以降
アメリカ会計恥準に従って連結財務諸表を古くから作成・開示しているこ
とである。さらにソニー株式会社は IRに積極的であり．有価証券報内内
およびアニュアル・レポート等の記載事項とその内容面が．詳細かつ充実
しており またその資料人手も比較的容易であったことによる。
注 ①拙著『IBM社のセグメント財務情報』 1993年 9月 lnJ文館 (611貞）。
②拙著『ソニーの連結財務情報』（第一部開ホ編） 2001年 5月 清文
社 (521頁）。
③拙著『ソニーの連結財務情報』（第二部財務分析編） 2001年12月
清文社 (472頁）。
1 セグメント情報分析の視点
セグメント情報分析にあたっては，二つの面から考えていきたい。それ
は， (1) セグメント情報分析の利用拡大の視点と， (2) セグメント情報
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分析に利用するあたり開示された情報がどのような会計基準によって作成
されているのかの視点である。 (1)は，開示されたセグメント情報の相互
関係の分析拡大であり， (2)は，開示されたセグメント情報の会計数値の質
に注目することである。
(1) セグメント情報分析の利用拡大の視点
今日，わが国企業も多角化，多業種化，多国籍化が急速に進んでいる。
そこでは，企業集団として連結トータルの総合業績の開示が重要視されて
いる。しかしまた連結集団を構成する親会社と各連結子会社の個別業績と
の相関関係，さらに若干の個数に区分整理されたセグメント情報との関連
分析が必要である。これは総合体とその構成分子との関係，すなわち企業
集団の総合業績と，それを構成する分子（親会社・各子会社）の区分整理
された部分（個別）業績との相関関係とを種々の角度から分析把握する
ことが重要であると，考えている。
そこで，これらの相互関連について，次のように考えてみたい。
親会社
個別業績
連結子会社
個別業績
[ I J
[ I J連単比較分析
[ IlJ 
Aタイプのセグメント
情報の業績
Bタイプのセグメント
情報の業績
Cタイプのセグメント
情報の業績
[ IJセグメント
情報分析
(1)注記情報利用
(2)その他情報併用
［皿］
親会社
個別業績
連結子会社
個別業績
連結子会社
個別業績
［皿］セグメント
情報内の個
別内訳分析
上の図における連単比較分析は，通常，親会社個別業績と連結総合業績
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の比較分析を行う[I J①のケースが殆どである。特に重要な役割をもつ
連結子会社との間では. [ I ]②の連単比較分析も． ときには行われるこ
とがあるが事例としては少ない。
[II] (1)のセグメント情報分析は．連結財表上で開ホされたセグメント
情報そのものの分析であり． より一般的に行われている分析である。
[II] (2)のセグメント情報分析も．ケースよって重要である。
さらに.[II](l)のように連結財表の注記事項を中心に分析する場合か．
資料人手面からみても一般的には多い。
しかし. [II] (2)のように連結財表の注記事項として開示されたセグ
メント情報以外に．有価証券報告書の企業情報（非財務諸表情報）やアニ
ュアル・レポートにおけるMD&Aの事業• 財務の概況等の情報も．セグ
メント情報に関連するものを併用した分析にとって軍要である。
本稿では後述の金融ビジネスの要約財務諸表（監介対象外）を重視し．
それを利川することがこの [II](2)のケースに該喝するものとして．あ
との節で詳しく取lこげたい。
[ I]のセグメント情報内の個別内沢分析は．特定の限定されたセグメ
ント情報にt要分fとして含まれている個別会社の業績との関連分析であ
る。
[II]①は. Aタイプのセグメント情報が親会社のビジネスの特定事業
部門からのみ構成されている場合に行われる関連分析である。
[ IJ②は. Bタイプのセグメント情報が親会社と各連結子会社の同じ
ビジネス部門とを集合整理されたものからなる場合に行われる関連分析で
ある。この事例は資料入手面からみて少ない。
［町③は， Cタイプのセグメント情報が親会社のビジネスとは異なる
ビジネスにより構成されている場合の関連分析である。例えばソニーに
おける金融ビジネスは生保，損保，銀行， リース・クレジットの各会社
の集計されたものが，整理されて金融セグメント情報となっている。
この場合，金融セグメント情報とそれを構成している生保，損保，銀行，
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クレジット等の各子会社個別業績との比較検討を行う関連分析である。
[ IJ②と③は，それに関係する多くの連子会社のすべての財務諸表の
入手が一般的に困難なために，部外者にとり，このセグメント情報内の個
別内訳の役割分析は難しい。しかし，連結財表作成企業としては，管理会
計面でこの分析が行われているものと推察できる。企業外部者による外部
分析としても，可能な限り，それを構成する主要な連結子会社の財務諸表
の入手に努め，童要性のあるセグメント情報については，この関係の分析
が望まれるものと思われる。
本稿では，ソニーの金融ビジネスセグメント情報は，ソニーの本業から
みれば，異質業種のビジネスに属するものとして注目している。従って，
この金融セグメント情報について，上記の[I J③のケースとして，その
分析の手掛りを，できれば少しでも探りたいと思っている。
(2) セグメント情報関連に適用された会計基準の性格
セグメント情報分析にあたってはその対象となった開示されたセグメ
ント情報の会計数値の性格，質について注目しなければならないであろう。
開示されたセグメント情報は，わが国企業では連結財務諸表の注記事項
として取扱われているが大きく分けて，まず，連結財務諸表がわが国連
結財務諸表規則等の日本の会計規準によって作成・開示されている場合が
殆どである。しかし，わが国企業の中ではニューヨーク証券取引所上場の
企業も約25社 (2002年当時）ある。これらの企業は米国会計基準を適用し
て作成した連結財務諸表を作成・開示し米国SECに提出している。これら
の企業は特例としてわが国有価証券報告書にそれをその日本文で記載する
ことが認められている（連結財表規則附則第 2項適用）。本稿で取上げた
いソニー株式会社のケースはこれに該当している。
従って，一般的に，セグメント情報の開示は，連結財務諸表と同じく，
日本の会計基準によっているわが国企業が殆どである。しかし米国の
SEC会計基準を適用して連結財務諸表を作成・開示したH本企業でも，セ
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グメント情報の開示そのものは，二つに分かれている。その一は，連結財
務諸表の作成・開示と同様に．セグメント情報の開示も米国のSEC会計基
準 (SFAS No.131など）を適用した H本企業であり， 2002年では， 25社中
10社であるとの調介報告がある。その二は，連結財務諸表の作成• 開示は
米国の会計基準に従っているが，セグメント情報の開示そのものは日本の
会計基準を適用している H本企業が， 2002年では25社中15社あるとの調壺
報告がみられる凡
このようにみると．開小されたわが国企業のセグメント情報は 3つの異
なった性質のものに区分できるであろう。
① 連結財務諸表本体とセグメント情報は，共にH本の会計基準によって
作成・開ホされたもの。
(?) 連結財務諸表本体は米国の会け卜基準を適用し．セグメント情報の開不
はH本の会計基準を適川したもの。
③ 連結財務諸表本体とセグメント情報は，共に米国の会計基準を適用し
て作成• 開ホをされたもの2)。なお．ソニーはこれに該当する。
従って，わが国の企業間のセグメント情報を比較分析するときにそれ
ぞれの開示されているセグメント情報の性格，会計数値の質の相違を，ま
ずみなければならないであろう。
さらに．前項で取上げたセグメント情報分析の利用拡大を図る場合には，
わが国の親会社の個別財務諸表，連結国内子会社の個別財務諸表は日本の
会計基準の適用によって作成・開示されたものであるが，連結海外子会社
の場合にはその所在地国の会計基準の適用をうけて作成・開示されたも
のである点にまず注意を要する。従って，前項で取上げた連単比較分析
1) 浅野敬志•石井康彦両氏学会報告「事業厄分方法とセグメント情報の有用性――
アナリストの予測精度に及ぽす影響の分析を通じて 」『日本会計研究学会第62
回大会 (2003年）研究報告要旨集』 69頁
2) 上記の浅野•石井両氏のご報告によればこれに該当する 10社は, 2002年時点で．
イトーヨーカ堂マキタ．三井物産 NEC, リコー．小松製作所伊藤忠．ソニー．
丸紅．京セラの10社である。
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でも，[I J①の親会社個別業績対連結財表総合業績の比較の場合でも，
親会社個別業績と連結財表総合業績は共に日本の会計基準によったケース
と，親会社個別業績はH本の会計基準の適用，連結財表総合業績は米国の
会計基準の適用となっているケースとに分けられることになる。
さらに[I J②の連結子会社個別業績対連結財表総合業績の連単比較分
析は，連結子会社が国内子会社か．海外子会社によりそれに適用された
会計基準の相違をも注意深く検討した上での比較分析にならざるをえな
い。この点も，[I ]②の連単比較分析が，部外者にとって困難な理由の
一つとなっている。
2 ソニーの連単比較分析からみた近年の概況
企業集団としての連結総合業績と親会社個別業績との間に乖離が著しく
なる程連結重視になってきているのが，一般的な企業の今日の現状であろう。
そこで，本稿では， ソニーの事例研究を題材としているので， まず， ソ
ニーの親会社個別業績と連結総合業績との関係は， どうなっているかをみ
ることにしたい。
ソニー株式会社（以下， ソニーに略称）は， 1961年（昭和36年）に日本
企業として最初の米国式連結財務諸表を米国市場向に作成・開示してから
40数年が経過している。しかし，ソニーにおける連単比較を行う場合の連
単倍率と連単差額の数値が文字通り大きくなってきたのは， 1988年（昭和
63年） 3月期以降である。ソニーがより多角化，多業種化，多国籍化への
道をより進めてきた年度が，その期以降と思われる。
それは1988年に米CBSを100%子会社化した。それが現在のソニー・ミ
ュージックエンタテインメントである。また翌年の1989年に米国コロンビ
ア映画を買収している。それが現在のソニーピクチャーズ・エンタテイメ
ントである。この点からみても， ソニーの多業種化，多国籍化が一段と進
んだのが， 1988年以降とみることができるであろう。
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そこで， この1988年3月期の親会社個別業績と連結総合業禎を 5つの項
Hに限定した連単比較数値をまず参考資料として示し，最近10か年間(1994
年3月期より2003年 3月期まで）の同じような連単比較数値をその次に示
すー表として，図表 1で表示した。ここ10か年間の連結総合業績と親会社
個別業績との関係をまず注Hすることによって，次節以降で取上げるビジ
ネスセグメント情報開示を必須のものと考える基盤をみたいからである。
図表 1 ソニーの連結業績と個別業績の比較数値
（単位：億円）
「決籾期[—惰ヽヽ窮一 負債 ---資--- 本--、-------売上高
連結 ,個,別,,, 連結 個別'連結------・,,→ 個別
1988/3 19,151 I 1,109 6,16 I 5,158 15,880 10,299 
1995/3 42,239 26,518 10,078 12,557 38,268 18,819 
1996/3 50,457 26,179 11,692 l 2,G65 45,926 19,310 
1997 /3 56,803 27,445 14,593 13,516 56,631 21,699 U95 ;197 
1998/3 64,030 30,570 18,155 15,555 67,555 24,064 2,221 763 
1999/3 62,990 31,416 18,236 16,391 68,042 24,327 1,790 380 
2000/3 68,072 :14,057 21,829 17,949 66,866 25,930 1,218 308 
2002/3 81,858 36,022 2:3,704 18,711 75,782 26.441 153 296 
2003/3 83,705 :15,297 22,809 18,248 74,736 25,262 1,155 ▲ 49 
1、F0カ均年 63,113 30,783 I 17,755 15,655 60,305 -―2、3,291← 586 :150 
この図表 1により， まず， 1988年 3月期と1998年3月期との11か年間の
財務数値の開きは大きい。
この財務数値の開きについてみると，連結業績についてこの11年間で，
連結資産は約3.3倍，連結負債は約3.5倍，連結資本は約2.8倍，連結売上高
は約4.3倍，連結純利益は約 6倍に増大している。
親会社個別業績についての同じ11年間は，資産が約2.7倍，負債が約2.4倍，
資本が約 3倍，売上高が約2.3倍，純利益が約2.5倍に増加している。
さらに 2003年 3月期と1988年 3月期との16か年間の連結数値の開きを
みると，次の通りである。連結資産は約4.3倍，連結負債は約4.7倍，連結
資本は約3.5倍，連結売上高は約4.7倍，連結純利益は約3.1倍である。
ソニーのビジネスセグメント情報の分析(1) (末政） (631) 101 
同じく 16か年間の親会社の個別数値の開きをみると，次の通りである。
資産は約 3倍，負債は約2.7倍，資本は約3.5倍，売上高は約2.5倍，純利益
は2003年3月期が赤字で倍数が算出できない。
このように連結数値の倍数と親会社個別数値の倍数はその差が大きく，
連結業績数値の伸び率が，相当大きなものになっていることがわかる。
さらに，図表1の数値により，連単差額と連単倍率を算出して示すと，
図表2にまとめることができる。
図表2 ソニーの連単比較分析の数値
資 産 負 債 資 本 売上高 純利益
決算期 連単 連単 連単 連単 連単 連単 連単 連単 連単 連単
差額 比率 差額 比率 差額 比率 差額 比率 差額 比率
1988/3 
億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 
8,045 170.5 6,742 207.9 1,303 125.3 5,581 154.2 65 121.2 
. . . ． . ． . . . . 
．．． ％ ％ ％ ％ ％ 
1994/3 18,362 175.4 17.441 245.8 921 107.4 19,116 212.6 ▲ 147 ▲ 51.0 
1995/3 15,721 159.3 18,200 230.4 ▲ 2,479 80.3 19,449 203.3 •3,297 .&808.3 
1996/3 24,278 192.7 25,251 286.9 .A.973 92.3 26,616 237.8 252 186.6 
1997/3 29,358 207.3 28,281 303.0 1.077 108.0 34,932 261.0 998 351.4 
1998/3 33,460 209.5 30,859 305.5 2,601 116.7 43,491 280.7 1,458 291.1 
1999/3 31,574 200.5 29,729 297.9 1,845 111.3 43,715 279.7 1,410 471.1 
2000/3 34,015 199.5 30,135 287.1 3,880 121.6 40,936 251.9 910 395.5 
2001/3 42,285 217.5 37,718 316.7 4,567 124.6 43,073 243.2 ..a.283 .&37.1 
2002/3 45,836 227.2 40,843 335.7 4,993 126.7 49,341 286.6 •143 ▲ 51.7 
2003/3 48,408 237.1 43,847 357.2 4,561 125.0 49,474 295.8 1,204 
10カ年 32,330 202.6 30,230 296.6 1,900 111.4 37,014 255.3 236 ※83.1 
平均 低円 ％ 似円 ％ 低円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 
（※印は 9か年平均）
図表2によると，資産の連単差額は， 1988年3月期を 1として1998年3
月期は11年間で約4.2倍，さらに2003年 3月期は16年間でそれの約 6倍に
増加している。負債の連単差額についても同様に比較すると， 1998年 3月
期は約4.6倍，さらに2003年 3月期は約6.5倍に増加している。また資本の
連単差額も， 1988年3月期を 1とすると， 1998年3月期は，約 2倍，さら
に2003年3月期は約3.5倍にまで増大している。
売上高の連単差額は1988年3月期を基準として比較すると， 1998年 3月
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期は約7.8倍． さらに2003年 3月期は約8.9倍にまで増大している。純利益
の連単差額は各年度の純損益増減変化が著しく，その一般的な傾向はつか
みにくい。純利益の連単差額についても,1988年3月期と比較してみると，
1998年 3月期は最高の約22.4倍であり， 2003年 3月期もまた約18.5倍の高
い数値となっている。
このように，純利益の連単差額の増減変化が著しい。売上高の連単差額
の増加は順調に増加しているが次いで連単差額の増加の伸びは，資産で
ある。その次に負債の連単差額の増加が続いている。資本の連単恙額の増
加は意外にも小さい。
さらに，このような関連は連単倍率をみると，それが明らかになる。純
利益の連単倍率のケースを除いたあとをみると，連単倍冷~(比玲q の大き
い順序は， この10か年平均では，負債の連単比来が約2.97倍，売1位高の連
単比率が約2.55倍，資産のそれが約2.03倍，資本のそれが約1.11倍である。
そこで注Hすべきことは，負債の連単倍率が意外に高いことである。そ
の原因の—<つは，金融セグメントの負債の増大傾向にあるものとみられる
ので，この、I知あとの重要なセグメント情報の分析の箇所で取t:げたい。
ここで取上げた連単差額と連単倍率（比率）の増大傾向は，連結総合業
績対親会社個別業績の比較のみでは，適用された会計基準の相違もあり，
業績算出面の質的差異などの要因からみて，それだけで十分に検討するこ
とはできない。従って，それに関連する分析・検討はさらにセグメント情
報の分析・検討への道に進まなければ，それができないと思われる。
3 ソニーのビジネスセグメント情報開示の概要
ソニーの連結財務諸表においては，その注記事項として，現在，「ビジ
ネスセグメント情報」と「地域別セグメント情報」が詳細に開示されてい
る。本稿では，金融セグメント情報の分析・解明に主眼をおいているので，
「地域別セグメント情報」の重要性は認識しているが，ここではそれにふ
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れないことにし，金融セグメント情報が含まれている「ビジネスセグメン
ト情報」の輪郭と概要についてみることにしたい。
「ビジネスセグメント」情報として，ソニーの連結財表では，「エレク
トロニクス」，「ゲーム」，「音楽」，「映画」，「金融」，「その他」の 6つに
2002年3月期財表以降区分している。なお，「金融」は，それ以前「保険」
のセグメント名称であった。
なお，この点について詳細にみると，ソニーは1998年3月期財表より米
国財務会計基準書 (SFAS)第131号 (1997年発表）の適用をうけて，そ
れ以前の米国財務会計基準書第14号の適用から変更された。それは第14号
の基準書により，産業セグメント (industrysegment)区分方式の適用に
よってセグメント情報を1997年3月期財表まで開示していたのが， ソニー
の状況であった。
ソニーは1998年3月期財表より，第131号基準書におけるマネージメン
ト・アプローチの適用であるとされるビジネスセグメント区分方式に変更
された。その場合， 1998年3月期財表のセグメント情報では， 1997年3月
期分もリステート（修正再表示）され，新しい基準書に従った数値に変更
されている。さらにアニュアル・レポートでは，重要な数値について最近
3か年比較が開示されているので， 1996年3月期分もリステートされた修
正数値をみることができる。
従って， 1996年3月期と1997年3月期の数値は，新旧 2つの基準書によ
る2種類のものをみることができる。そこで，筆者は最近の数値との比較
しやすいように， 1996年3月期と1997年3月分について， リステート後の
開示数値を使用することにした。従って，以下では， 1996年3月期分より
ビジネスセグメント区分方式による新セグメント情報開示数値を 8か年分
用いることとしいてる。このことは，「保険ビジネス」から「金融ビジネス」
への変更についても同様である。
ソニーは2002年3月期より連結財務諸表注記事項の中で「金融ビジネス」
に変更しているが有価証券報書での開示では， 2か年分比較表示であり，
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前年の2001年 3月期の数値も「金融ビジネス」区分としての適用数値にリ
ステートされている。さらに2002年 3月期のアニュアル・レポートの中で
は. 2000年 3月期分を2001年3月期分の数値も新しい「金融ビジネス」 lメ＾．
分にリステートされた数値により 3か年分比較表ホされている。従って，
2000年 3月期分と2001年 3月期分は当該年度の「保険ビジネス」区分悠理
数値と．「金融ビジネス」区分柩理数値にリステートされた 2種類のもの
をみることができる。筆者は，「金融ビジネス」区分に特に注Hし，でき
れば逆Kって比較1f能な数値をみるために， 2000年 3月期分と2001年3月
期分の数値は「金融ビジネス」区分にリステートされたものを利用し．以
ドの図表では「金融ビジネス」数値を 5か年分用いることにしたい。この
、r:,(は人によって見解が相違するかもしれないと考えている。
ビジネスセグメント情報としては．連結財務諸表のn濱じ巾項として. I・. 
;J山の 6 つのセグメント別に，それぞれ「グ~I-.高および‘営業収人」．「‘営業利
益・損失」，さらに各セグメント別の「総資廂」，「減価償却費および償却費」．
「設備投資額」が．区分掲記されている。
そこで． ビジネスセグメント情報として開小された連結財務諸表の注叫
事項の叫載をそのままりIJfJしないで．惰者が配列順序を変えて要約整理し
たものが次の図表3である。これによって. 6つのビジネスセグメント
屁分された数値を1996年3月期分より 2003年 3月期までの 8か年分を一覧
的に一表としてみることができる。但し，この要約表では，「セグメント
間取引消去」と，セグメント配賦不能費用ないし配賦不能資産の金額の表
ホは，本稿頁数の都合で筆者が省略している。
図表 3では，連結利益は連結営業利益の段階までで終っている。そのた
め， この連結営業利益からさらに連結当期純利益までの過程が理解しやす
いように一表に整理したものが図表4である。この図表4によって，各
セグメント別営業利益から連結営粟利益， さらには連結当期純利益までの
過程の 8か年分を一覧的にみることができるであろう。
さらに， ビジネスセグメント別の営業利益・損失がいかに，各年度に大
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図表3 ソニーのビジネスセグメント情報の要約
項 目 1996/3 1997/3 1998/3 1999/3 2000/3 2001/3 2002/3 
〔エレクトロニクス〕 億円 億円 億円 億円 低円 億円 億円
① 売上高および営業収入 34,655 41,316 46,928 46,697 46,710 54,734 52,862 
② 営業利益 1,933 2,393 3,173 1,311 986 2,471 .&12 
③ 減価償却費 1,626 1,880 1,974 2,186 2,121 2,127 2,119 
④ 設備投資額 1,856 2,267 3,012 2,524 2,271 2,854 2,200 
⑤ 総資産 27,988 30,148 32,540 30,584 30,678 35,242 30,898 
〔ゲー ム〕
① 売上高および営業収入 2,039 4,193 7,226 7,838 6,547 6,609 10,037 
② 営業利益 .&89 570 1,169 1,365 769 .A.511 829 
③ 減価償却費 22 37 125 39 134 375 497 
④ 設備投資額 48 58 171 39 1,190 1,082 478 
⑤ 総資産 760 1.281 1,976 1,888 4,461 6,907 7,220 
〔音楽〕
① 売上高および営業収入 5,178 5,921 6,927 7,587 7,069 6,121 6,428 
② 営業利益 401 452 521 366 283 205 202 
③ 減価償却費 223 287 309 345 328 346 348 
④ 設備投資額 258 318 284 452 246 378 215 
⑤ 総資産 5,949 7,148 8,359 7,558 7,427 7,474 7,393 
〔映画〕
① 売上高および営業収入 3,176 4,386 6,446 5,458 4,447 5,552 6,358 
② 営業利益 239 289 370 429 359 43 313 
③ 減価償却費 106 133 167 113 106 119 106 
④ 設備投資額 156 152 135 107 119 110 115 
⑤ 総資産 6,353 7,967 9,155 8,361 8,070 8,878 9,603 
〔保険のち金融〕
2000年3月期分より金融
① 売上高および営業収入 2,069 2,279 2,911 3,394 4,388 4,788 5,122 
② 営業利益 71 191 203 180 233 174 221 
③ 減価償却費および償却費 99 159 224 211 303 450 372 
④ 設備投資額 15 2 6 8 433 93 160 
⑤ 総資産 5,638 7.168 8,990 11,290 16,688 20,742 24,961 
〔その他〕
① 売上高および営業収人 2,740 2,404 2,516 2,916 1,416 1,564 2,038 
② 営業利益 •61 .. 14 ▲ 70 ▲ 45 ▲ 96 ▲ 94 ▲ 166 
③ 減価償却費 167 141 175 154 42 45 66 
④ 設備投資額 156 165 241 366 77 118 52 
⑤ 総資産 3,181 2,758 3,092 3,885 1,511 2,079 2,403 
〔連結合計〕
① 売上高および営業収入 45,926 56,631 67,555 68,042 66,867 73,148 75,783 
② 営業利益 2,353 3,703 5,257 3,482 2,232 2,253 1,346 
③ 減価償却費 2,273 2,665 3,017 3,072 3,065 3,483 3,541 
④ 設備投資額 2,512 2,981 3,880 3,537 4,359 4,652 3,267 
⑤ 総資産 50,457 56,802 64,030 62,991 68,072 78,280 81,858 
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（単位：億円）
2003/3 
8か年
平均
億：円 億円
49,405 46,663 
414 1,580 
1,908 1,993 
1,703 2,336 
28,484 30,820 
9,550 6,755 
1,126 654 
535 220 
410 435 
6,732 3,903 
6,363 6,449 
.. 87 293 
535 340 
219 296 
6,687 7,249 
8,028 5,481 
590 329 
86 117 
71 121 
8,684 8,384 
5,405 3,794 
233 188 
520 292 
37 94 
29,104 15,573 
2,503 2,262 
.A.319 ▲ 108 
91 110 
154 166 
2.732 2,705 
74,736 66,086 
1,854 2,810 
3,519 3,079 
2,612 3,475 
83,705 68,274 
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図表4 ソニーの最近8カ年間の連結利益数値
（単位：億円）
項 H
〔ビジネスセグメント別〕
売上高および営業収人
営業利益
・エレクトロニクス
・ゲーム
• 音楽
• 映画
• 金融
(1999/3期まで保険）
• その他
セグメント間取引償却
配賦不能営業費用控除
連結営業利益
その他の収益
その他の費用
税引前利益
法人税等
少数株t損益
持分法による投資損失
会計原則変更による累積的
影響前利益
会~t原則変更による累積的
影響額
当期純利益
1996/3 I 1997 !3 I 1998/3 I 1999;3 I 2000;3 I 200113 I 2002;3 I 2003/ 3 
45.926 I 56,631 I 67.555 I 68.042 I 66.866 I 73.148 I 75.782 I 7 4.736 
1,933 2,393 3,173 1,311 986 2,471 &12 414 
▲ 89 570 1,169 1,365 769 ▲ 511 829 1,126 
401 452 521 366 283 205 202 &87 
239 289 370 429 359 43 313 590 
71 191 203 180 233 174 221 233 ? ?552
竺•658g
470 445 496 494 41661 4319 
107 103 105 135 
▲ 216 4227 4407 ▲ 170 f ▲ 411 4103 
5,257 3,482 2,232 2,253 1,346 1,854 
839 1,529 l.463 1,676 963 1,575 
1,504 1,234 1,052 1,271 1,381 953 
三［直I 旦旦[〗;□I :l]!l>~j
5431 1,3951 2,2211 1,7901 1,2181 1,212 93[ 1,155 
―l▲ 1,044 59 
543 I -1:~ 師L_~ 翌初 1,7901 _),2胚L_i包l―- 1531 1,155 
きな増減変動するかが一H瞭然とわかるように，図表4の数値をグラフ化
したものを次の図表5として付加することにした。
この図表5をみると，各セグメント毎に年度別営業利益の変動パターン
が大きく異なっている。「エレクトロニクス」と「ゲーム」がその年度の
景気変動，商品選択嗜好変化などその年度特有の状況に大きく左右されて
の変動がみられる。次いで「映画」も観客動員数が多かった映画の年度は
業績が良い。比較的，営業利益面で安定的なセグメントは「音楽」と「金
融（保険）」であろう。「音楽」の営業利益の大きさは，ほぽ200億円~400
億台であり，「金融（保険）」の営業利益の大きさは，ほぼ200億円前後に
安定している。
さらに，各セグメントが連結トータルにどの面で， どのように貢献して
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図表5 ソニーのセグメント別営業利益の推移（年度別）
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いるか，すなわち，それは収益面であるのかまたは財務安定面であるの
か，上記図表 3によるセグメント情報数値の利用によってその分析がど
の程まで可能なものかを次にみていきたい）
まず， 6つのビジネスセグメント別に，売L高営業利益率，総資産回転
率総資産営業利益率を各年度別に 8か年分算出し，ー表にまとためもの
を作成した。それが次の図表 6である。
図表 6について，次に要約的にみることにする。
図表6 ソニーのビジネスセグメント情報の関係比率
（単位：％）
,. ----・---―9● ● "● "●● 9●'・-・, ________ ------→ー一--—,,. ・---—-·-— ャ-一___, ● ,_ _____→ ----→ ---—• -ー--← -r —--- -
瑣 lI 1996/3 1997 /3 1998/:3 1999/:3 
6)、,JcI・. 翡‘簡業利益,r G.58 G.79 6.76 2.80 
- ---------・... 令'"--、.'―----●9● ,,,._ー’’’’’’‘―'"-"―, . ---・・・・-----・・ 一"一，・-・—• -一"'"'"'"'""'""'"'●'"""●'____ ,. 一- -"' 
(i)総狩廂 [11I 転 'f~ 123.82 137.()4 144.22 152.68 
---―-・ ● ,_ .. 一.....・--・・ ―, ........ 一... - ..• 
ふ総賢廂党業利益冷~ 6.90 7.94 9.75 4.29 「〔• -・-・・-•••• ・--・-- -・----••• ← -・ ― 
ゲー ム〕
9● ・-- --—----—ー-- -- . --
〔6)ヽ兄上閥営業利益f .&4.36 13.59 16.18 17.42 
〔8)総資廂常架利益冷<. •11.71 44.50 :i!J.lfi 72.30 11.t¥8 lfi.73 25.29 
--→•ー······-··一,... ,_. 一"'●"' ... 一--. 'ー・-- ---~ . -・・- ~ ~'~~ ~ `~ ~、、~ ~ ~. -- "'ー一ー・ .,. , . ● ・-・・--・ . -"''- .'・-、→ '" """"""-・・・・---" -・-・ ― ’―.. ーヽー..
〔('i- 楽〕
- . "" --ふ・・" "―"'● り・-----. "'―----''--''-------・-. ,_.,_ .......... •···..... ~~ ヽ -― - -一
\~)ヽ尤 l・・・似i'):\·業利益玲( 7.71 7.63 7.S2 4.82 ,1.0 :us Jl4 ▲ 1.37 ~ ~ . 8~ .84.04.~.77 9  8 ~1 ．
」 〈7)総資廂 1111~玲< 87.04 82.83 82.87 100.38 95.18 81.90 86.47 95.15 
・-一 9 ● .... ー心'"幽.,___疇—,，"""'"""""'" . ● ······-~·-·· ● "・-.ヽ. —. --'-----一，....., ,_. ー’一，． ＇ りー~＾\、8)総資産常業利益't~ 6.71 6.33 6.2:1 1.81 3.81 2.71 2.73 AlJO 
" .-・.,.,一.....~-
—·~-··--"·"—"'• ,. —.. ヽ•ャ - -- i・ ● .. . ―------
［映画〕
§光Lil的営業利益冷｛ 7.53 6.52 5.74 7.86 8.07 0.77 4.92 7.35 6.09 
(7)総資産阿転率 49.99 55.04 70.41 fi5.28 55.11 62.54 fi6.21 92.45 64.63 
. -・. 
⑧総資産営業利益率 3.76 3.63 4.04 5.13 1.45 0.48 3.26 6.79 3.94 
［保険のち金融〕
⑥売1・.高営業利益率 3.43 8.38 6.97 5.30 5.31 3.6:3 4.31 4.31 5.20 
'-
＼の総資産回転率 36.70 31.18 32.38 30.06 26.00 23.08 20.52 18.57 27.31 
⑧総資産営業利益)¥ 1.26 2.66 2.26 1.59 1.40 0.84 0.89 0.80 1.46 
［その他〕
ト ーヒ ト—. -
⑥売上高営業利益率 .&2.23 ▲ 0.58 .&2.78 ▲ 1.54 •6.78 ▲ 6.01 ▲ 8.15 ▲ 12.74 ▲ 5.10 
⑦総資産回転率 86.14 87.16 81.37 75.06 93.71 75.23 84.81 91.62 84.39 
⑧総資産営業利益率 .A.1.92 .&.0.51 .A.2.26 •1.16 A6.35 ▲ 4.52 ▲ 6.91 ▲ 11.67 ▲ 4.41 
〔連結合計〕
⑥売l"位i営業利益率 5.12 6.54 7.78 5.12 3.34 3.08 1.78 2.48 4.40 
⑦総資産回転率 91.02 99.70 105.51 108.02 98.23 93.44 92.58 89.28 97.22 
R総資産営業利益率 4.66 6.52 8.21 5.53 3.28 2.88 1.64 2.21 4.37 
売上高営業利益率について，「エレクトロニクス」は 2%台から 6%台
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であり， 8か年平均で3.54%になっている。「ゲーム」は▲ 7%台から17
％台まであり，年度別の変化が極単に著しいが， 8か年平均で8.36%を維
持している。
「音楽」は 8か年平均で4.77%である。「映画」は 8か年平均で6.09%で
ある。「保険のち金融」は3.4%台から8.3%台であり， 8か年平均で5.2%
を維持している。
総資産営業利益率について，「エレクトロニクス」は 8か年平均5.06%
であり，「ゲーム」は 8か年平均25.29%で非常に効率の良い比率となって
いる。「音楽」は 8か年平均4.01%であり，「映画」は 8か年平均3.94%で
ある。「保険のち金融」は 8か年平均1.46%であり，その資産総額が大き
いため，結果的に低い比率になっている。
従って，売上高営業利益率と総資産営業利益によって，各セグメントの
利益率に大きな相違がみられる。この点，注目する必要があると思われる。
次に，セグメント情報として開示された 5つの項目のうち，上記の関係
比率を構成する「売上高および営業収入」，「営業利益」，「総資産」につい
て，各セグメント数値が，連結数値に対しての果たす役割をみることが重
要と考えられるので，その関係数値を一表にまとめることにした。それが
次頁の図表7である。
図表7について，次に要約的にみることにする。
「売上高および営業収入」については，「エレクトロニクス」が8か年
平均で70.88%のウエイトを占めている。「ゲーム」と「音楽」が8か年平
均で共に9.9~9.8% のウエイトを占めている。「保険のち金融」は異業種の
ためか， 8か年平均で約5.6%のウエイトとしかなっている。
「営業利益」については，「エレクトロニクス」が8か年平均で52.5%
のウエイト，「ゲーム」が次いで 8か年平均25.9%となっている。「音楽」
は8か年平均10.2%, 「映画」は 8か年平均で13.8%のウエイトである。「保
険のち金融」はここ 4年間7.8%台から16.4%へと高くなってきている
が， 8か年平均では8.05%のウエイトになっている。
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図表7 ソニーのビジネスセグメント情報の構成比率
（単位：％）
項 !=I 1996/3 1997/3 1998/3 1999/3 2000/3 2001/3 2002/3 2003/3 8か年l
平均
〔売上高および営業収入〕
70-.-81 1 I エレクトロニクス 75.46 72.96 69.47 68.63 69.86 74.83 69.75 66.11 
ゲーム 4.43 7.40 10.70 11.52 9.79 9.04 13.24 12.78 9,86 
音 楽 11.27 10.46 10.25 11.15 9.15 8.79 8.48 8.51 9.76 
映 画 6.92 7.74 9.54 8.02 6.65 7.59 8.39 10.74 8.20 
•• 
保険のち金融 4.51 4.02 4.31 4.99 6.56 6.55 6.76 7.23 5.62 
その他 5.97 4.25 3.72 4.29 2.08 2.14 2.69 3.35 3.56 
セグメント間取引償却 •8.56 .&.6.83 .&.7.99 A8.60 .A.4,09 .&8.94 .&9.31 £8,72 .t.7.8 
連結合計 100.00 100.00 100.00 100.00 100,00 100.00 100.00 100.00 100.00 
〔営業利益〕
エレクトロニクス 82.15 64.62 60.36 37.65 44.18 109.68 ▲ 0.89 22.33 52.51 
~“ 
ゲーム .&3.78 15.39 22.24 39.20 34.45 .&22.68 61.59 60.7:3 25.89 -- •— 
音楽 17.04 12.21 9.91 10.51 12.68 9.10 15.01 •4.69 10.22 
--
映 画 10.16 7.80 7.04 12.32 16.08 1.91 23.25 31.82 13.80 ・-"● "'"'"'"'"'""'"'-・--.. 一●・・----- ---- .. , 
---—’’—-""'" 
保険のち金融 3.02 5.16 :~.86 5.17 10.44 7.72 16.42 12.57 8.05 ―・-・- " -~- "● ← . •... 
~-
その他 .a.2.59 ▲ <U8 Al.33 • 1.29 A4.30 A4.17 .t.] 2.3:1 .a. 17.21 ▲ 5.45 
セグメント間取引償却
A6.00 .A.4.80 .A.2,08 ▲ 3.56 •13.53 Al.66 ▲ 3.05 A.5.55 .&5.02 および配賦ィ渭能費用分
・ 、一・9●・-・ ーー・""-,. ... ヽ --·"—------一，-- -— 
連結合計 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
〔総資産〕
← ,_.―, -・・---
エレクトロニクス 55.47 53.08 50,82 48.55 45.07 45.02 37.75 34.03 46.22 
ゲーム 1.51 2.26 3.09 3.00 6.55 8.82 8.82 8.04 S.26 . 
音 楽 11.79 12.58 13.05 12.00 10.91 9.55 9.03 7.99 10.86 
-、
映 画 12.59 14.03 14.30 13.27 11.86 l 1.34 11.73 10.37 12.44 
保険のち金融 11.17 12.62 14.04 17.92 24.52 26.50 30.49 34.77 21.50 
••. 
—•-
その他 6.30 4.86 4.83 6.17 2.22 2.66 2.94 3.27 4.16 
セグメント間取引償却
1.17 0.57 •0.13 .A.0,91 .t..l.] 3 .&3.89 ▲ 0.76 1.53 .41.0.4 および配賦不能費用分
連結合計 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
「総資産」についてみてみると，「エレクトロニクス」が8か年平均で
46.2%, 「ゲーム」は低く 8か年平均で5.3%, 「音楽」は10.9%, 「映画」は
12.4%のウエイトを占めている。「保険のみ金融」は1996年3月期の11.2%
から徐々に比率が高くなっており，金融セグメント情報としての2000年3
月期は24.5%, さらに徐々に高くなり， 2003年 3月期では34.8%のウエイ
トにまでなった。 8か年平均でも， 21.5%と高い水準になってきている。
この点は，あとの節における金融ビジネス要約財務諸表についての考察で
さらにみていきたい。 （以下は次号掲載予定）
